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要約 












様々な⾃治体の政策にこの SDGs の実現が掲げられている。SDGs の実現に取
り組む⾃治体の政策を後押しするのが、内閣府の「SDGs 未来都市及び⾃治体












定された岡⼭県真庭市、同吉備中央町、そして岡⼭県庁等を 2020 年 10 ⽉に訪
問し、ヒアリング調査を実施した。本稿はこれらの調査内容を報告するもので
ある。以下、2 において岡⼭県真庭市（同 27 ⽇調査実施）、3 において岡⼭県吉




れも 2021 年 3 ⽉ 18 ⽇である。 
 
２．真庭市における取組み 
（１）真庭市の概況及び SDGs 未来都市計画 
岡⼭県北中部に所在する真庭市は、県内最⼤の市域⾯積（東⻄に約 30km、南
北に約 50km、総⾯積は 828 ㎢と岡⼭県の 11.6%を占める）をもち、総⼈⼝は









市として全国 29 都市の「SDGs 未来都市」に選定された。また、全国 10 事業


















使い切る真庭」の中⼼部分をなすバイオマス発電事業は、CO2 削減 6 や、森林
環境の整備 7 といった点で環境⾯における持続可能な社会の実現に貢献する。 
加えて、本事業は、経済⾯でも地域に成果をもたらしている。2020 年時点で、
真庭市における⽊質バイオマス発電等の再⽣可能エネルギーによる地域エネル
ギー⾃給率は 30%を超える。真庭市の 2016 年 7 ⽉から 2017 年 6 ⽉の 1 年間に























真庭市において⽊質バイオマス発電施設が稼働を開始したのは 2015 年 4 ⽉で
ある。これに先⽴ち、真庭市や地域の林業関係事業体など 10 団体が出資を⾏い、






な取組としては、「21 世紀の真庭塾」が挙げられる 12。1993 年 4 ⽉、当時の久
世町（真庭市の前⾝となった⾃治体の⼀つ）の職員であった仁枝章⽒が地元の
企業経営者に声をかけ 1993 年 4 ⽉、「21 世紀の真庭塾」が発⾜した。地域産業
の活性化を問題意識とするこの私塾は市外の専⾨家を招いた勉強会を開催して

























































㎞程度、岡⼭空港からは約 16 ㎞の距離にある。同町は 2004（平成 16）年 10
⽉に旧賀陽町と旧加茂川町が合併して発⾜し、旧加茂川町が岡⼭県の中央に位
置していたことを受け継ぎ、「岡⼭県のへそのまち」をテーマとしたまちづくり
















同町の⼈⼝は基準となる 2015（平成 27）年の⼈⼝に対して、2045（令和 27）
年には 7,030 ⼈となり 41.2％減 23、2060（令和 42）年には 55.4％の減となる
5,337 ⼈まで落ち込むと推測されている 24。現状においても、2015 年現在にお

























ふ る さ と
吉備中央町」をまちの将来像とする第⼀次総合
計画は 2007（平成 19）年 3 ⽉に策定され、その構想は「農業⽴町」・「定住促進」・
「協働のまち」を柱としていた 26。第⼀次総合計画は平成 29 年度までの 10 年
間を基本構想の期間としていたが、その後の社会事情の⼤きな変化とそれに伴
う地⽅公共団体の役割の変遷を踏まえて現在の第⼆次総合計画の策定は 1 年前











（計画期間は平成 28 年度から令和 2 年度まで）において、その実現のための政

















しごと創⽣を実現に移すために、国においては 2014（平成 26）年に第 1 期まち・






（2015〔平成 27〕年 8 ⽉、2019〔平成 31〕年 3 ⽉改訂、以下単に「⼈⼝ビジ
ョン」という。）及び「吉備中央町まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」（第 1 期










る 32。その内容は、国の第 2 期「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」に掲げら







































































































































































































は 吉 備 ⾼ 原 住 宅 ⼊ 居 者 募 集 チ ラ シ よ り
（ https://www.town.kibichuo.lg.jp/uploaded/att



















































の実現、IoT 技術の活⽤による⾼齢者の⾒守りなどが検討されているという 51。 





















































っている。それを⾒ると、ゴール 11 はもちろん 4 つの基本⽬標全てに掲げられ
ているが、ゴール 5 及び 8 など 7 つの⽬標が 3 つの基本⽬標において達成すべ
きものとされており 54、政策の基本的な⽅向性と施策の動機づけを⽰す要素とし
て顕在化していることが観察できる。 




























岡⼭県では、県全域の 27 市町村のうち 20 の市町村が過疎市町村とされてお
り、過疎市町村は県⼟の総⾯積の 69.3%を占める 56。また、岡⼭県の 2020（令










県は、過疎地域⾃⽴促進特別措置法（平成 12 年法律第 15 号）に基づき、2015
（平成 27）年 11 ⽉に「岡⼭県過疎地域⾃⽴促進⽅針（平成 28 年度〜平成 32
年度）」58 を、この⽅針を踏まえて 2016（平成 28）年 3 ⽉に「岡⼭県過疎地域






















れている地域の数は 2020（令和 2）年 4 ⽉ 1 ⽇現在で 65 となっている 63。 














































































































うち 7 つ 70 で「〜しよう」といった主体的な⾏動を呼びかける⾔葉が⽤いられ
ていることは、市⺠が SDGs の各⽬標を他⼈事ではなく⾃らの課題として捉え
ることが期待されていることの表れといえる。 
 確かに、仮に⼀般論としては SDGs が地域住⺠の意識改⾰に作⽤しうるとし
ても、⾼齢化の進む過疎地域において SDGs の意識改⾰の機能が⼗分に果たさ
































 以上、本稿では、⾃治体の法政策における SDGs の意義に着⽬して、岡⼭県
内の⾃治体にて⾏ったヒアリング調査の概要を紹介した。この調査で得られた
知⾒は SDGs の法政策における意義という観点からは、以下の 3 点に整理でき
る。 
 第 1 に、いずれの⾃治体においても、従来の施策を正当化し、当該施策の必











































































3 「岡⼭県真庭市 SDGs 未来都市計画（2018〜2020）」（2018〔平成 30〕年 8
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庭市の現在（2020 年 9 ⽉時点）の出資額は 3,000 万円(12.5%)である。市が
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央町の制度では 1 回の受給額が 50 万円を超えないようになっているため、
応援⾦の効果を減殺しない制度設計が意図されている。 




39 2016 年開設。運営は FoundingBase 社に委託されており、町内の中学⽣を
対象として放課後学習の場を提供する。なお、同社は吉備中央町のほか北海
道安平町や⾼知県四万⼗町で同様の公営塾の運営を受託している。 
40 吉備中央町育英資⾦貸付条例（平成 16 年条例 92 号）により、資⾦の貸付
を受けた者がその後に町内に居住した場合には償還を免除することができ
るとされており、定住促進策としても機能しうるようになっている。 
41 前掲・（注 24）19 ⾴。 
42 「吉備中央に住⺠運営商店オープン 過疎⾼齢化の地で買い物⽀援」⼭陽
新聞さんデジ 2019 年 7 ⽉ 17 ⽇掲載。 
43 前掲・（注 27）28 ⾴。なお KPI は、現在の 1 カ所から 3 カ所への増加とし
て設定されている。 







クトシティ政策をふまえて̶ 」eJournal of Urban Management（⼤阪市⽴
⼤学）15 号（2020 年）94 ⾴以下。 
46 「吉備⾼原都市の今後の整備⽅針について」（岡⼭県 Web サイト・平成 14







47 吉備⾼原都市内の分譲地への住宅建築 1 件につき最⼤ 30 万円の協⼒⾦を県
がパートナーシップを結ぶハウスメーカーに対して⽀払い、それが住宅購⼊
者へ値引きなどとして還元される制度を設けている。2021 年 3 ⽉現在のパ
ートナーシップ企業は 18 社である。「吉備⾼原都市の住宅⽤地 好評分譲
中！」岡⼭県 Web サイト
（https://www.pref.okayama.jp/page/detail-74110.html） 
48 2020 年 10 ⽉ 29 ⽇に岡⼭県県⺠⽣活部中⼭間・地域振興課にて⾏ったヒア
リング調査による。 
49 「『吉備⾼原都市スーパーシティ』構想の実現を⽬指します！」（吉備中央
町 Web サイト 2020 年 11 ⽉ 6 ⽇公表・
http://www.town.kibichuo.lg.jp/site/kibikougentoshi-supacity/7396.html
） 
50 「吉備⾼原都市スーパーシティ構想連携事業者公募について」（2021 年 1
⽉ 29 ⽇公表）2 ⾴
（http://www.town.kibichuo.lg.jp/site/kibikougentoshi-supacity/7780.ht
ml）、及び「吉備⾼原都市『スーパーシティ』への取り組み」（2021 年 3 ⽉
8 ⽇公表）5 ⾴
（http://www.town.kibichuo.lg.jp/uploaded/attachment/5117.pdf）。 
51 「バブル崩壊、⽌まったままの街 『都会に』期待する住⺠」朝⽇新聞 2020
年 11 ⽉ 1 ⽇付。 




53 「第 2 期『まち・ひと・しごと総合戦略』」（2019〔令和元〕年 12 ⽉ 20 ⽇
閣議決定）78 ⾴。 
54 前掲・（注 32）19-31 ⾴。 







rescriptions-for-the-SDGs-implementation.pdf、最終閲覧 2021 年 3 ⽉ 26
⽇）。 










60 前掲・（注 58）22-23 ⾴。 




年 4 ⽉ 1 ⽇現在）」
（https://www.pref.okayama.jp/uploaded/life/628734_5362951_misc.pd
f）。 
64 前掲・（注 44）23 ⾴。 





66 前掲・（注 65）平成 28 年度重点事業調書⼀覧 99 ⾴。 
67 https://www.pref.okayama.jp/uploaded/life/701514_6272239_misc.pdf 











70 ゴール 1、5、9、10、14、15、17。 
71 今回のヒアリングの対象とはならなかったが、岡⼭市においては ESD（持




れらの取り組みに関して、2016（平成 28）年に SDGs 未来都市に選定され
ている。なお、全国的な SDGs と条例規定の関係性については牧瀬稔「地⽅





（2018 年）347 ⾴以下 
蟹江憲史『SDGs（持続可能な開発⽬標）』（中央公論新社、2020 年） 
Norimichi Kanie and Frank Biremann (eds.), Governing through Goals: 
Sustainable Development Goals as Governance Innovation (MIT Press, 2017) 




パクトシティ政策をふまえて」eJournal of Urban Management（⼤阪市⽴⼤学）
15 号（2020 年）94 ⾴以下 







牧瀬稔「地⽅⾃治体における SDGs の現状と展望」社会情報研究 1 巻 1 号（2020
年）23 ⾴以下 
 
地方自治体の法政策を通じたSDGsの実現 
―岡山県における中山間地域自治体の実地調査報告―
p.57
